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NZにおける労働組合のナショナルセンターである NZCTUの見解として Richard Wagstaff氏
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Stewart, A.（２０１５）Stewart’s Guide to Employment Law（５th ed.）The Federation Press
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和田明子（２００７）ニュージーランドの公的部門改革 第一法規
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謝辞：20年前の入職以来、加藤茂夫教授、池本正純教授には大変お世話になった。退職記念号発行
にあたり、その学恩に対し心から御礼を申し上げる次第である。
（本稿は専修大学平成２６年度長期在外研究員制度の成果の一部である）
労働法の変化が企業と労働組合に与えた影響
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